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小特集　変化への抵抗

いる。仮に現状に問題点があった
としても，過去の成功経験から現
状の利点の方を重視しやすい。慣
れ親しんだ既存の枠組みを保持
し，変化の受け入れによる自己否
定を避けようとする。
　次に「潜在的な脅威への不安」
である。変化には，様々な不安
や懸念が伴う（Erwin & Garman, 
2009）。職務の内容や役割の変更
により，裁量ややりがいを失う恐
れがある。新しい技術の導入，人
員配置，雇用制度等の変更は，地
位や権限の失墜，雇用の喪失への
不安を喚起する。変革導入後に仕
事の負担が増加することも懸念さ
れる。さらに，新たな役割や職務
で必要とされる技術や行動につい
て，改めて学習しなければならな
いことへの不安も生じる。
　「変革推進者への不信」も抵抗
を発生させる。変革を推進する主
体の意欲と能力を問題視し，変革
を悲観的に考えるシニシズムが，
成員の抵抗を促すことが報告され
ている（Stanley et al., 2005）。

抵抗の克服に向けて
　 組 織 変 革 の 進 展 に つ い て，
Lewin（1947）は組織を氷に喩え
て，従来の固定化された価値観や
行動を見直し（解凍），新しい価
値観や行動を受け入れ（移行），
新しい状態を確立して定着させる
ことで実現される（再凍結）と論
じた。変革の失敗事例の多くは，

認識・解釈することの容易さの違
いである。表面的には方針に従う
ことを装いつつ，怠業や引き延ば
し，必要な情報を出し渋るという
行為が，隠蔽的な抵抗にあたる。
　トップダウンで変革が行われる
場合や前例踏襲主義の強い組織で
は，明白な形態で抵抗が表出され
ることは少ないであろう。行動し
ないことによる受動的な抵抗や，
密かに変革を妨げる隠蔽的な抵抗
が行われやすいと考えられる。表
面的には抵抗していないから，一
安心とはいかないのである。
　また行動の表出に先行して，成
員が心理的に経験する認知や感
情面での抵抗も存在する。Oreg

（2006）は，社会心理学の態度概
念を参考に，成員の変化への抵抗
を認知，感情，行動の三要素でと
らえている。ここでの認知とは，
成員が変化の意義や価値，変化に
伴う組織と自身にとっての利益や
損害に関する信念である。また感
情面での抵抗には，変化に伴う不
安，ストレス，フラストレーショ
ン，怒り，などの負の情動経験が
含まれる。

変化へ抵抗する理由
　組織の成員はなぜ変化に抵抗す
るのだろうか。その主な理由を以
下に論じる。まず「既存の枠組み
への囚われ」である。日々の仕事
の中で，成員は知識・経験を培
い，働き方を習慣として確立して

　外部の環境や社会の変動へ適応
するために，組織には変化が求め
られる。その変化は，将来を見越
して計画的に導入されることもあ
れば，予想していなかった突如の
変動へ即応するために受動的に起
こることもある。昨年来の新型コ
ロナウイルス感染症の拡大に伴う
職場環境や働き方の変化は，紛れ
もなく後者であろう。
　いずれの変化にしても，組織内
の成員にとっては，それまでの経
験や知識，価値観の妥当性が揺さ
ぶられる。成員の中には，変化を
受け入れられず，抵抗を示す者が
現れる。これを放置していると，
組織は環境適応に必要な変化を円
滑に遂げることが難しくなる。組
織は大きなシステムだが，それを
構成する成員が変容しなければ，
組織自体の変革も成し得ない。

抵抗の様々な形態
　変化への抵抗は，様々な形態で
表出される。例えば行動としての
抵抗は，能動的−受動的，明示
的−隠蔽的の二つの次元で整理で
きる（Bovey & Hede, 2001）。能
動的−受動的の次元は，変革に対
する拒否や反対の意思を率直に表
出する程度の違いである。表立っ
た抗議は能動的な抵抗であるが，
変革の取り組みに関与せず，傍観
するのは受動的な抵抗にあたる。
また明示的−隠蔽的の次元は，抵
抗者の識別や，その行動を抵抗と

組織における変化への抵抗
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変化を導入する前の「解凍」段階
に問題がある。つまり，組織に変
化を円滑に導入するには，その必
要性を成員が理解し，それを成功
させる能力があると信じられるよ
うに変革へのレディネス（準備状
態）を醸成する必要がある。
　古くから知られる有効な方法の
一つは，変革の計画と決定に成員
が参加することである。近年の研
究においても，成員の参加は変革
の円滑な導入に資することが報告
されている（Oreg et al., 2011）。
　変革の推進者には，成員に危機
意識を持たせることが求められ
る。変化の必要性に関する理解を
促すために，現状のままでは組織
の理想や目標を達成できないこと
を，その根拠とともに明確に示さ
なければならない。
　ただし，危機意識を高めるだ
けでは，混乱を生じさせるだけ
で，変化への抵抗を硬化させかね
な い。Schein（2010/2012） は 現
状に留まることの不安（「生存不
安」）を高めると同時に，変革導
入後の未知の状態への適応に関す
る不安（「学習不安」）を可能な限
り低減することが必要と論じてい
る。この「学習不安」には，前節
の変化に伴う潜在的な脅威となる
不安が該当する。2種類の不安の
バランスに配慮し，特に新しい技
術や知識の学習が求められる場合
には，成員に対し，それを補償す
るための研修やサポートを講じる
必要がある。
　また変革の推進者は，変革を通
じて目指す組織のビジョン，そ
れを実現するための道筋となる
戦略・計画を明示する必要があ
る。一貫性のある変革の方針と施
策の導入が重要である。これによ
り，成員は変化とどのように向き
合い，何を行わなければならない
のか，具体的な見通しを持つこと

が可能となる。いきなり全てを改
めることは困難なため，変革に伴
う新たな挑戦を段階的に経ていく
ことになる。小さな成功体験を積
み重ねることで，成員の変革への
効力感を醸成できる。変革の推進
者がリーダーとして範を示し，変
革型リーダーシップを発揮する
ことの重要性も報告されている

（Oreg & Berson, 2011）。
抵抗のポジティブな意義

　本稿では，組織が環境適応する
上での障壁として，変化への抵抗
を議論してきた。しかし近年，変
化への抵抗は，組織変革にポジ
ティブな意義を持つことも指摘さ
れている。最後にこの点について
論じておきたい。組織に導入され
る変化は，必ずしも全てが完璧で
正しいとは限らない。変革の計画
や施策に改善の余地がある場合も
ある。このとき，成員は現状打破
のための変革に積極的であるから
こそ，具体的な方策について疑
問や反対意見を示すことがある。
Piderit（2000）は，成員の変化に
対する反応を単に「抵抗」とみな
すことで，導入しようとする変革
の問題点に関する妥当な懸念を見
逃してしまう危険性に警鐘を鳴ら
している。変化への抵抗は，より
適切な組織変革を行うための貴重
な情報源にもなりうるのである。
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